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『国際社会文化研究所紀要』執筆要領

1．「国際社会文化研究所紀要」に発表する「論文」「研究資料」「研究ノート」「書評」等（以下
「論文資料等」という。）は，いずれも他に未発表のものに限る。

2．論文資料等の字数は次のとおりとする。
「論文」：原則 20,000字
「研究資料」「研究ノート」：原則 12,000字
「書評」：原則 6,000字

3．和文の論文資料等には，必ず英文タイトル・英文アブストラクトを添付するものとする。和文
以外の論文資料等には，必ず英文・和文双方のタイトルとアブストラクトを添付するものとす
る。

4．論文資料等は，電子媒体により提出することとする。また，別に定める「原稿提出表および電
子化による公開許諾書」の添付を必要とする。

5．論文資料等の掲載内容は，タイトル，執筆者名，アブストラクト，本文とする。

6．研究代表者・共同研究者全員は，研究期間終了後，翌年度の 9月末まで（研究期間終了後 6ヶ
月以内）に，論文資料等を提出しなければならない。ただし，「国際社会文化研究所 叢書出
版要領」に定める叢書の出版意思表明をした場合または 2024年度以降に開始する指定研究に
おいて，国際水準の学術雑誌にオープンアクセス論文の掲載の意思表明をした場合には，論文
資料等の提出を免除する。

7．研究期間 2年以上の研究プロジェクトの代表者・共同研究者は，研究期間中に，論文資料等を
提出することができる。提出期限は毎年 9月末までとする。

8．指定研究・共同研究については，共同研究者以外の研究者が国際社会文化研究所運営会議（以
下「運営会議」という。）の議を経て論文資料等の執筆に加わることができる。個人研究につ
いても，同じく運営会議の議を経て他の研究者が論文資料等の執筆に加わることができる。

9．論文資料等の掲載順序は運営会議で決定する。

10．運営会議で掲載が不適切と判断した論文資料等は，掲載しないことがある。

11．掲載論文資料等の著作権は執筆者に帰属するが，本学及び国立情報学研究所等が論文資料等を
電子化により公開することについては，複製権（注 1）及び公衆送信権（注 2）の行使を国際
社会文化研究所に委託するものとする。
注 1 複製権：著作物を有形的に再製することに関する権利
注 2 公衆送信権：著作物を公衆向けに「送信」することに関する権利

12．本要領に定めのない事項については，運営会議にて議する。

13．本要領は 2023（令和 5）年 7月 26日から適用する。

以 上

附則 1998（平成 10）年 6月17日運営会議決定
附則 2003（平成 15）年 1月16日運営会議改正



附則 2006（平成 18）年 4月26日運営会議改正
附則 2009（平成 21）年 3月 2日運営会議改正
附則 2010（平成 22）年 3月10日運営会議改正
附則 2016（平成 28）年 7月19日運営会議改正
附則 2018（平成 30）年 6月26日運営会議改正
附則 2020（令和 2）年 5月27日運営会議改正
附則 2022（令和 4）年 3月25日運営会議改正
附則 2023（令和 5）年 7月26日運営会議改正
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